
人事事務の手引きについて
令和６年１２月改訂

教職員の人事事務は、法令その他の根拠に基づき、教職員本人の願届、校長の意見具申、

市町村教育委員会の内申など、一連の手続きを適正かつ速やかに行うことが大切です。

この「手引き」は、平成１５年１２月に作成した「人事事務の手引き」をその後の法令

等の改正に従い、改訂したもので、人事事務を進める際、関係機関の各担当者がスムーズ

に、しかも遺漏なく事務が進められるように改めて再編集しましたので、十分活用願いま

す。

なお、今後については、人事事務の業務負担軽減及びペーパーレス化推進のために、一

部書類を除き、公印等の押印を不要とすることとします。

◇ 人事事務の流れ

学 校 ・人事案件の発生

・教育委員会との事前打合せ

・書類の作成

・書類の送付（電子メール可）

教 育 委 員 会 ・教育事務所との事前打合せ

・学校からの書類処理

・内申書類の作成

・書類の送付（電子メール可）

教 育 事 務 所 ・本庁との事前打合せ

・書類の受付処理

・進達書類の作成

・書類の送付（義務教育課管理担当へ

１部）

教 育 庁 義 務 教 育 課 ・書類の審査

管理担当 ・書類の受理

・人事案件の承認発令

◇ Ｗｅｂサイトの見かた

退職 大項目

（２）普通退職 小項目

ア 内申書 教委 № 3 № 3 № 3

【必要書類名】 【作成者】 【一太郎様式】 【Word様式】【記載例】
※ 下部「※」には、必要に応じ参考事項、留意事項などを示した。

※ Ｗｅｂサイト上で様式番号をクリックするとそれぞれの様式の電子データを取得する

ことができる。（記載例については、「ＰＤＦファイル」）

※ 各様式に用いる用紙は、すべて日本工業規格Ａ列４番とする。

※ 発信者名の下に「（公印省略）」と記載すること。



※ 様式番号に「所定」とあるものについては、用紙を教育事務所に請求する。

※ 退職願、診断書については、これまで同様、押印を求めることとし、原本を義務教育

課に提出する。市町村教育委員会、教育事務所送付分については、「写」を作成し、他

の提出書類と併せて電子データによる提出を可とする。

◇ 様式記入例

（№１１）
文書記号番号

令和○○年４月１日
福島県教育委員会 様

○○市教育委員会
（ 公 印 省 略 ）

○Ａ 学校 ○Ｂ 採用について（内申）

下記のとおり採用していただきたいので、別紙必要書類を添えて内申します。
記

氏 名 福島 太郎 （３０歳）
（ 職 員 番 号 ） （７８５５４）

任 用 公 職 名 ○○市公立 ○Ａ 学校 ○Ｂ

給 料 小・中学校教育職 ○級○号給（○○○，○○○円）

補 職 名 ○○市立○○ ○Ａ 学校 ○Ｃ

発 令 希 望 年 月 日 平成○○年○○月○○日

免 許 状 （ 教 科 ） 小専 中１普（社会）

学 歴 ○○大学 平成○○年３月卒業

教 職 年 数 ０年０カ月

任 用 事 由 欠員補充のため

備 考 定員 ２１名 任用後の実員 ２１名

所 見 ～ 略 ～

（注）内申事務が教育長に委任されている市町村教育委員会にあっては、教育長名をもっ

て内申する。

・ ○Ａ 学校種別 ･･･ 小、中、義務教育学校、市立特別支援学校の別

・ ○Ｂ 公職名 ･･･ 校長、教員、事務職員、栄養職員の別

・ ○Ｃ 補職名 ･･･ 校長、副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、

講師、主任主査、主査、副主査、主事、主任栄養技師、副主任

栄養技師、栄養技師をそれぞれ記入する。

・ 給料･･･ｏ校長、副校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、講師

→ 小・中学校教育職

ｏ市立特別支援学校に勤務する県費負担の教育職員→ 高等学校教育職

ｏ主任主査、主査、副主査、主事→ 事務職

ｏ主任栄養技師、副主任栄養技師、栄養技師→ 医療職

・ 備考の定員は、公職各単位の定数（校長は校長のみの定数、教員は教員のみの定数）

を記入する。


